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Ⅰ 調査概要 

1．調査の目的 

県産農林水産物や加工品の認知度や「食の新潟」のイメージ向上に向けて、本県の基幹

産業である食品産業の動向をアンケート調査により把握するもの。 

 

2．調査対象企業抽出基準 

  県内に主たる事業所を置く食品製造事業者 

 

3．調査内容 

・ 経営状況について 

・ 新潟県産農林水産物の使用状況について 

・ 商品開発・製造技術について 

・ 食品の流通について 

・ 食品リサイクルについて 

・ その他 
 

4．有効回答件数・回収率 

調査対象件数 529 件 

有効回答件数 392 件 

回収率 74.1％ 

 

5．調査の方法 

郵送調査及び電話調査 

調査票を送付し郵送での返答を促したのち、電話による聞き取り調査も実施した。 

 

6．調査の期間 

  令和 2年 11 月 16 日～11 月 30 日  

  

7．調査実施機関 

 株式会社東京商工リサーチ 新潟支店及び本社市場調査部     
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8．調査報告書の読み方及び注意事項 

○ 集計表の上段は回答件数、下段は構成比率である。 

○ 図表中の構成比率は、小数点第 2 位以下を四捨五入している。そのため、個別の値の

総和が全体合計値と一致しないこともある。 

○ 複数回答の設問は、回答が 2つ以上ありうるため、合計は 100％を超えることもある。 

○ 図表中の「Ｎ」は回答件数の総数であり、100％が何件の回答に相当するかを示す比率

算出の基数である。 

〇 無回答は回答に含めずに集計している。 
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Ⅱ 調査結果 

 

1．貴社の経営状況について 

問１．経営実績（前年同期比）と今後の見通しについて、ご回答ください。 

 

【経営実績(2020.4～2020.9)】 

 

売上高 

「減少」の回答割合が 70.6％と最も高く、次いで「横ばい」が 15.7％、「増加」が 13.7％

となっている。 

 

 

 

 

 

  

増加

13.7%

横ばい

15.7%
減少

70.6%

(N = 204)
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【経営実績(2020.4～2020.9)】 

 

経常利益 

「減少」の回答割合が 66.4％と最も高く、次いで「増加」及び「横ばい」が 16.8％と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

   

増加

16.8%

横ばい

16.8%減少

66.4%

(N = 197)
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【今後の見通し(2020.10～2021.3)】 

 

売上高 

「減少」の回答割合が 55.2％と最も高く、次いで「横ばい」が 30.5％、「増加」が

14.3％となっている。 

 

 

 

 

 
 

  

増加

14.3%

横ばい

30.5%
減少

55.2%

(N = 203)
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【今後の見通し(2020.10～2021.3)】 

 

経常利益 

「減少」の回答割合が 58.4％と最も高く、次いで「横ばい」が 28.9％、「増加」が

12.7％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

  

増加

12.7%

横ばい

28.9%
減少

58.4%

(N = 197)
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問２．新型コロナウイルス感染症による経営状況への影響について、ご回答ください。 
また、「３．悪化」を選んだ場合、その内容について、ご回答ください（複数
可）。 

 

【新型コロナウイルス感染症による経営状況への影響】 

 

「悪化」の回答割合が 68.4％と高く、次いで「特に変化なし」が 24.0％、「好転」が 7.6％

となっている。 

 

 
 

【当期売上高別】 

 

 

  

好転

7.6%

特に変化なし

24.0%

悪化

68.4%

(N = 383)

当期売上高

全　体 383

1 億円未満 177

1 億円～3 億円未満 99

3億円～5 億円未満 30

5 億円～10億円未満 22

10億円以上 53

7.6

4.0

8.1

3.3

13.6

18.9

24.0

19.8

25.3

20.0

27.3

35.8

68.4

76.3

66.7

76.7

59.1

45.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(N = 383) 好転 特に変化なし 悪化
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【新型コロナウイルス感染症による経営状況の悪化の内容】 

 

「販売量の減少」の回答割合が 91.2％と最も高く、次いで「販売先の減少」が 36.2％、

「稼働日数の減少」が 21.2％となっている。 

 

 

 

 

 

 

  

％

販売量の減少

販売先の減少

販売価格の下落

稼働日数の減少

原材料の仕入不順

在庫の増加

資材価格の高騰

商談機会の減少

その他

91.2

36.2

2.3

21.2

6.2

9.2

5.4

14.2

3.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

(N = 260)
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問３．問２で「１．好転」又は「３．悪化」と回答した方にお尋ねします。 

新型コロナウイルス感染症による経営状況への影響が収まる見込みについて、 

ご回答ください。 

 

「わからない」の回答割合が 53.5％と最も高く、次いで「すでに収まった」が 13.4％、 

「１年以内(～2021.10)」が 12.7％となっている。 

 

 

 

 

 

 

  

すでに収まった

13.4%
今年度内

(～2021.3)

4.6%

１年以内(～2021.10)

12.7%

２年以内(～2022.10)

7.7%

２年以上(2022.10以降)

8.1%

わからない

53.5%

(N = 284)
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問４．収益向上に向けて、現在、取り組んでいる項目をご回答ください。 
（特に重点的に取り組んでいる項目３つまでに○印をつけてください）。 

 

「商品開発及び改良」の回答割合が 33.9％と最も高く、次いで「原材料調達コストの削

減」が 27.4％、「販路拡大（国内）」が 24.7％となっている。 

 

 

 
 

 
 

 

  

  

％

原材料調達コストの
削減

製造工程の改善

新しい製造技術の
導入

製造技術の独自開発

商品開発及び改良

衛生管理の高度化
(HACCP等)

流通改善

営業力強化

販路拡大（国内）

販路拡大（海外）

他企業との連携

大学や研究機関との
連携

行政機関との連携

その他

27.4

23.5

4.5

2.4

33.9

10.7

6.0

19.3

24.7

0.9

4.2

0.9

2.7

27.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
(N = 336)
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問５．収益向上に向けて、今後、取り組みたい項目をご回答ください。 
（特に重点的に取り組みたい項目３つまでに○印をつけてください） 

 

「商品開発及び改良」の回答割合が 35.6％と最も高く、次いで「販路拡大（国内）」が 32.0％、 

「原材料調達コストの削減」が 25.3％となっている。 

 

 

 

 

 
 

 

 

  

％

原材料調達コストの
削減

製造工程の改善

新しい製造技術の導
入

製造技術の独自開発

商品開発及び改良

衛生管理の高度化
(HACCP等)

流通改善

営業力強化

販路拡大（国内）

販路拡大（海外）

他企業との連携

大学や研究機関との
連携

行政機関との連携

その他

25.3

23.1

10.3

5.3

35.6

8.9

8.9

23.8

32.0

3.6

6.4

1.4

3.6

17.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
(N = 281)
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2．新潟県産農林水産物の使用状況について 

問６．貴社全体で使用する原材料のうち、県産農林水産物の使用割合（直近１年間の 

使用重量ベース）をご回答ください（〇は 1つのみ） 

 

「1～20％」の回答割合が 33.6％と最も高く、次いで「81～100％」が 14.6％、「61～80％」

が 12.6％となっている。 

 
 

【売上高別】 

 

０％（使用してい

ない）

10.6%

1～20％

33.6%

21～40％

10.1%
41～60％

7.5%

61～80％

12.6%

81～100％

14.6%

使用しているが、

使用割合はわか

らない

11.1%

(N = 199)

当期売上高

全　体 199

1 億円未満 82

1 億円～3 億円未満 56

3億円～5 億円未満 19

5 億円～10億円未満 9

10億円以上 33

10.6

12.2

12.5

5.3

22.2

3.0

33.6

22.0

41.1

47.4

33.3

42.4

10.1

8.5

8.9

21.1

0.0

12.1

7.5

6.1

8.9

10.5

0.0

9.1

12.6

22.0

0.0

10.5

22.2

9.1

14.6

15.9

17.9

5.3

22.2

9.1

11.1

13.4

10.7

0.0

0.0

15.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(N = 199)

「０％（使用していない）」 「1～20％」

「21～40％」 「41～60％」

「61～80％」 「81～100％」

使用しているが、使用割合はわからない



  

13 

 

問７．今後、県内での生産拡大を期待する農林水産物はありますか（〇は 1つのみ）。 

 

「ある」は 37.4％、「ない」は 62.6％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

  

ある

37.4%

ない

62.6%

(N = 195)
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問８．問７で「1.ある」と回答した方にお尋ねします。可能であれば、生産拡大を 

期待する農林水産物について、具体的にご回答ください。 

 

生産拡大を期待する農林水産物については、以下のような回答がみられた（一部抜粋）。 

 

主要作物 米（8件）、もち米（5件）、加工米（2件）、米粉、 

大麦、小麦（6件）、小麦粉（5件）、大豆（13 件）、青大豆、 

エンレイ大豆（3件）、そば（2件）、そば粉（2件）、 

苗（日もちのする品種） 

園芸品目 栗(2 件)、桃、白菜、黒豆、なす、枝豆（3件）、大根、ネギ（2件）、

かぶ、セロリ、野沢菜、ケール、いちご（2件）、くるみ、ゴボウ、 

ぶどう、いちぢく、たまねぎ、サルナシ、（黒）十全なす（3件）、 

割干大根、こまつな、ミョウガ、ササギ豆、にんじん、 

フルーツ類（4件）、ル レクチエ（2件）、キャベツ、 

かぐらなんばん、きゅうり、シャインマスカット、さつまいも 

畜産物 にいがた和牛、豚肉（2件）、鶏肉（3件）、鶏卵、乳製品、生乳、 

牛乳（2件）、生クリーム 

水産物 さめ、昆布、真いか、かわはぎ、あまえび、やなぎがれい（2 件）

紅ズワイガニ、鮭、いくら 

その他 醸造食品 
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「すでに十分使用している」の回答割合が 26.8％と最も高く、次いで「価格が高い」が

25.9％、「価格と生産量が不安定」が 25.0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
％

価格が高い

生産量が少ない

価格と生産量が不安定

味や品質が不十分

県内の生産状況が
わからない

加工原材料が不足

すでに十分使用して
いる

その他

25.9

17.0

25.0

8.0

23.2

12.5

26.8

9.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

(N = 112)

問９．問７で「２.ない」と回答した方にお尋ねします。 

可能であれば、その理由について、ご回答ください（○は３つまで）。 
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3．商品開発・製造技術について 

問 10．現在、他社向けに農林水産物の一次加工（業務用加工原材料の製造）をしています 

か（自社製品向けの一次加工は除きます）。また、している場合、可能であれば、 

加工工程とその処理能力を教えてください。 

 

「はい」は 10.8％、「いいえ」は 89.2％であった。 

 

 

【売上高別】 

 

 

はい

10.8%

いいえ

89.2%

(N = 176)

当期売上高

全　体 176

1 億円未満 72

1 億円～3 億円未満 47

3億円～5 億円未満 20

5 億円～10億円未満 7

10億円以上 30

10.8

6.9

12.8

10.0

28.6

13.3

89.2

93.1

87.2

90.0

71.4

86.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(N = 176) はい いいえ
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また、一次加工をしている農林水産物の加工工程については、以下のような回答が 

みられた（一部抜粋）。 

 

粉 膨化 精穀 

製粉 炊飯 漬物 

米粉 穀粉 粉末化 

ミンチ 豚脂洗浄 みそ製造 

スライス 加水分解 大豆の水煮 

野菜カット（2件） 大根の塩漬 玉ネギ加工 

エビのＩＱＦ 水煮、味付け イカ短冊カット 

大豆 なす エキス抽出・濃縮 

（野菜について）手仕事 米麹  
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問 11．今後、他社向けに農林水産物の一次加工（業務用加工原材料の製造）を開始 
または拡大する意向はありますか。 

 

「はい」は 14.7％、「いいえ」は 85.3％であった。 

 

 

 

【売上高別】 

 

 

  

はい

14.7%

いいえ

85.3%

(N = 190)

当期売上高

全　体 190

1 億円未満 80

1 億円～3 億円未満 51

3億円～5 億円未満 20

5 億円～10億円未満 8

10億円以上 31

14.7

12.5

15.7

15.0

25.0

16.1

85.3

87.5

84.3

85.0

75.0

83.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(N = 190) はい いいえ
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問 12．現在、県外の事業者に委託している食品加工工程はありますか。また、ある場合、

可能であれば、どのような工程を委託しているか教えてください。 

 

「はい」は 13.4％、「いいえ」は 86.6％であった。 

 

 

 

【売上高別】 

 

 

  

はい

13.4%

いいえ

86.6%

(N = 164)

当期売上高

全　体 164

1 億円未満 72

1 億円～3 億円未満 44

3億円～5 億円未満 17

5 億円～10億円未満 7

10億円以上 24

13.4

6.9

15.9

23.5

28.6

16.7

86.6

93.1

84.1

76.5

71.4

83.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(N = 164) はい いいえ
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また、県外の事業者に委託している農林水産物と加工工程については、以下のような回答

がみられた（一部抜粋）。 

 

 

主要作物 米（3件）、小麦（2件）、米粉（2件）、そば、青大豆、 

園芸品目 なす、果肉、大根、白菜、越後姫、玉ねぎ（2件）、サルナシ、 

きゅうり、ジャガイモ、ル レクチエ（2件）、人参、抹茶、 

だだ茶豆（山形県）、いも類、大手亡（白いんげん） 

畜産物 鶏卵、乳製品、豚肉の味噌漬け 

水産物 あまえび、水産物全般、サーモンの味噌漬、たらこ、筋子、いくら 

その他 野菜類、かんずり（2件）、栗の甘露煮、米菓用生地 

 

加水分解 粉末加工 塩漬け 

熱処理加工 フリーズ ドライ 

パウダー 冷凍 搾汁 

気流粉砕 ピューレ ダイスカット 

レトルト（味付） ティーパック加工 小袋入 

濃縮 缶詰  
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4. 食品の流通について 

問 13．国では、トラックドライバーの不足や輸送の多頻度化・小口化等の課題に対応し、
物流の生産性向上に向けた施策を推進しているところですが、貴社における 
物流上の課題について、ご回答ください（〇はいくつでも）。 

 

「物流費の増加」の回答割合が 55.3％と最も高く、次いで「特になし」が 29.4%、「出荷

の小口多頻度化」が 28.9％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

物流費の増加

運送業者の確保

出荷の小口多頻度化

納入日時の厳格化

積載率の低迷

特になし

その他

55.3

19.8

28.9

21.8

7.1

29.4

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
(N = 197)
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問 14．問４で「7.流通改善」と回答した方にお尋ねします。 
どのような取組を行っているか、ご回答ください(○はいくつでも)。 

 

「同業他社との連携(混載等)」の回答割合が 43.8％と最も高く、次いで「異業種との連

携」及び「物流拠点の整備・利用」が 31.3％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

同業他社との連携
( 混載等)

異業種との連携

資材の標準化

モーダルシフト

物流拠点の整備
・利用

ＤＸ等技術の活用

環境負荷低減

その他

43.8

31.3

12.5

0.0

31.3

0.0

0.0

18.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

(N = 16)
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5. 食品リサイクルについて 

問 15．「食品ロスの削減の推進に関する法律」が令和元年 10 月に施行され、事業者を 
含む多様な主体が連携し、国民運動として食品ロスの削減を推進することと 
されています。食品ロスの削減に向けた貴社の取組について、ご回答ください 
（〇はいくつでも）。 

 

「歩留まりの改善」の回答割合が 39.0％と最も高く、次いで「需要予測精度の向上」が

26.2％、「消費期限等の見直し」及び「特になし」が 24.1％となっている。 

 

 

 

  

  

％

目標値や指針の設定

需要予測精度の向上

歩留まりの改善

消費期限等の見直し

1/3 ルールの見直し

新たな商品の開発

消費者啓発

フードバンク等への
寄付

特になし

その他

8.2

26.2

39.0

24.1

3.1

12.3

2.6

8.7

24.1

5.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
(N = 195)
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問 16．食品ロスの削減の取組に向けた課題について、ご回答ください(○はいくつでも)。 

 

「再利用は衛生面に懸念がある」の回答割合が 22.4％と最も高く、次いで「すでにロスは

ない（発生量はごく僅かを含む）」が 21.4％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

％

何をしたらいいか不明

取組の必要性が
わからない

時間や人手が足りない

資金が足りない

再利用は衛生面に
懸念がある

商習慣見直しは難しい

社員への啓発が難しい

消費者の理解が
進まない

特になし

すでにロスはない（発
生量はごく僅かを含
む）

その他

10.4

1.6

14.6

7.3

22.4

14.1

3.6

13.5

16.1

21.4

5.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
(N = 192)
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Ⅲ. 調査票及び添付資料 

  

  
令和２年度 新潟県食品産業動向調査 

新潟県農林水産部 食品・流通課 
（アンケート調査受託者：東京商工リサーチ新潟支店） 

 

貴社の経営状況について 

 

問１．経営実績（前年同期比）と今後の見通しについて、ご回答ください。 

経営実績 

(2020.4～2020.9) 

売上高 １．増加   ２．横ばい   ３．減少 

経常利益 １．増加   ２．横ばい   ３．減少 

今後の見通し 

(2020.10～2021.3) 

売上高 １．増加   ２．横ばい   ３．減少 

経常利益 １．増加   ２．横ばい   ３．減少 

 

問２．新型コロナウイルス感染症による経営状況への影響について、ご回答ください。 

また、「３．悪化」を選んだ場合、その内容について、ご回答ください（複数可）。 

１．好転 ２．特に変化なし ３．悪化 

 

1．販売量の減少 2．販売先の減少 3．販売価格の下落 

4．稼働日数の減少 5．原材料の仕入不順 6．在庫の増加 

7．資材価格の高騰 8．商談機会の減少  

9．その他（                                 ） 

 

問３．問２で「１．好転」又は「３．悪化」と回答した方にお尋ねします。 

新型コロナウイルス感染症による経営状況への影響が収まる見込みについて、 

ご回答ください。 

１．すでに収まった ２．今年度内(2021.3) ３．１年以内(～2021.10) 

４．２年以内(2022.10) ５．２年以上(2022.10 以降) ６．わからない 

 

問４．収益向上に向けて、現在、取り組んでいる項目をご回答ください。 

（特に重点的に取り組んでいる項目３つまでに○印をつけてください）。 

1.原材料調達コストの削減 2.製造工程の改善 3.新しい製造技術の導入 

4.製造技術の独自開発 5.商品開発及び改良 6.衛生管理の高度化(HACCP 等) 

7.流通改善 8.営業力強化 9.販路拡大（国内） 

10.販路拡大（海外） 11.他企業との連携 12.大学や研究機関との連携 

13.行政機関との連携 14.その他（                     ） 

 

問５．収益向上に向けて、今後、取り組みたい項目をご回答ください。 

（特に重点的に取り組んでいる項目３つまでに○印をつけてください）。 

1.原材料調達コストの削減 2.製造工程の改善 3.新しい製造技術の導入 

4.製造技術の独自開発 5.商品開発及び改良 6.衛生管理の高度化(HACCP 等) 

7.流通改善 8.営業力強化 9.販路拡大（国内） 

10.販路拡大（海外） 11.他企業との連携 12.大学や研究機関との連携 

13.行政機関との連携 14.その他（                     ） 
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新潟県産農林水産物の使用状況について 

 

問６．貴社全体で使用する原材料のうち、県産農林水産物の使用割合（直近１年間の使用 

重量ベース）をご回答ください（〇は 1 つのみ）。 

1.「０％（使用していない）」 2.「1～20％」 3.「21～40％」 

4.「41～60％」 5.「61～80％」 6.「81～100％」 

7. 使用しているが、使用割合はわからない  

 

 

問７．今後、県内での生産拡大を期待する農林水産物はありますか（〇は 1 つのみ）。 

1.ある 2.ない 

 

 

問８．問７で「1.ある」と回答した方にお尋ねします。 

可能であれば、生産拡大を期待する農林水産物について、具体的にご回答ください。 

農林水産物名 産地 

【記入例】 えだまめ 県内全域（特に中越地域） 

  

  

  

 

 

問９．問７で「２.ない」と回答した方にお尋ねします。 

可能であれば、その理由について、ご回答ください（○は３つまで）。 

1.価格が高い 2.生産量が少ない 3.価格と生産量が不安定 

4.味や品質が不十分 5.県内の生産状況がわからない 6.加工原材料が不足 

7.すでに十分使用している 8.その他（ ） 

 

 

商品開発・製造技術について 

 

問 10．現在、他社向けに農林水産物の一次加工（業務用加工原材料の製造）をしていますか 

（自社製品向けの一次加工は除きます）。また、している場合、可能であれば、 

加工工程とその処理能力を教えてください。 

１．はい ２．いいえ 

 

加工工程 処理能力 

【記入例】  ペースト 100kg/日 
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調査票 

問 11．今後、他社向けに農林水産物の一次加工（業務用加工原材料の製造）を開始 

または拡大する意向はありますか。 

1.はい 2.いいえ 

 

問 12．現在、県外の事業者に委託している食品加工工程はありますか。 

また、ある場合、可能であれば、どのような工程を委託しているか教えてください。 
1.はい 2.いいえ 

 

農林水産物名 加工工程 

【記入例】 えだまめ ペースト、フリーズドライ 

  

  

  

 

 

食品の流通について 
 

問 13．国では、トラックドライバーの不足や輸送の多頻度化・小口化等の課題に対応し、 

物流の生産性向上に向けた施策を推進しているところですが、貴社における 

物流上の課題について、ご回答ください（〇はいくつでも）。 

1.物流費の増加 2.運送業者の確保 3.出荷の小口多頻度化 

4.納入日時の厳格化 5.積載率の低迷 6.特になし 

7.その他（       ）   

 

問 14．問４で「7.流通改善」と回答した方にお尋ねします。 

どのような取組を行っているか、ご回答ください(○はいくつでも)。  

1.同業他社との連携(混載等) 2.異業種との連携 3.資材の標準化 

4.モーダルシフト 5.物流拠点の整備・利用 6.ＤＸ等技術の活用 

7.環境負荷低減 8.その他（       ）  

 

 

食品リサイクルについて 

 

問 15．「食品ロスの削減の推進に関する法律」が令和元年 10 月に施行され、事業者を含む 

多様な主体が連携し、国民運動として食品ロスの削減を推進することとされています。 

食品ロスの削減に向けた貴社の取組について、ご回答ください（〇はいくつでも）。 

1.目標値や指針の設定 2.需要予測精度の向上 3.歩留まりの改善 

4.消費期限等の見直し 5.1/3 ルールの見直し 6.新たな商品の開発 

7.消費者啓発 8.フードバンク等への寄付 9.特になし 

10.その他（                        ） 
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調査票 

問 16．食品ロスの削減の取組に向けた課題について、ご回答ください(○はいくつでも)。  

1.何をしたらいいか不明 2.取組の必要性がわからない 3.時間や人手が足りない 

4.資金が足りない 5.再利用は衛生面に懸念がある 6.商習慣見直しは難しい 

7.社員への啓発が難しい 8.消費者の理解が進まない 9.特になし 

10.すでにロスはない（発生量はごく僅かを含む）  

11.その他（                              ） 

 

 

その他 

 

問 17．県では、県産の食品及び農産品の認知度やイメージ向上に向けた各種事業に 

取り組んでいます。皆さまの関心事やご意見をお聞かせください。 

 

 

問 18．今後、県が実施する食品産業関連のセミナーやイベントなどの情報を貴社へご提供 

させていただいてもよろしいですか（〇は１つのみ）。 

1.はい 2.いいえ 

 

 

 

〔企業情報〕 

貴  社  名  

部  署  名  役  職  名  

ご担当者氏名  電 話 番 号  

ＦＡＸ番号  メールアドレス  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本調査の結果は、統計処理を施した概要情報のみ、後日公表する予定です。個別の企業が特定される 

情報は公表いたしません。なお企業情報は、利用目的の範囲内で、県で活用させていただきます。 

アンケート調査は以上で終了です。ご協力、誠にありがとうございました 

本調査票は、11 月 30 日（月）までに同封の返信用封筒（切手は不要です） 

または、下記ＦＡＸにてご回答いただきますようお願い申し上げます。 

ＦＡＸ番号：０２５－２４３－２０２２ 

（アンケート調査受託者：東京商工リサーチ新潟支店） 



  

 

 

 


